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第１章 総則  

（目的） 

第１条 鈴鹿大学大学院（以下「大学院」という。）は、鈴鹿大学学則（以下「大学

学則」という。）第８条第２項の規定に基づき、学術の理論及び応用を教授研究

し、その深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目的とする。  

 

第２章 組織 

（課程） 

第２条 大学院に、修士課程を置く。 

（養成する人材） 

第３条 前条の課程の養成する人材は、広い視野に立って精深な学識を授け、専門分

野における研究能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養う

ことを目的とする。 

（研究科、専攻及び入学定員等）  

第４条 大学院に置く研究科、専攻、入学定員及び収容定員は、次のとおりとす

る。 

研究科 専 攻 
修士課程 

入学定員 収容定員 

国際学研究科  国際社会専攻 10 20 

 

第３章 教員組織 

（教員組織） 

第５条 大学院の授業及び研究指導は、本学の専任教員が担当する。ただし、別に定

める資格を有する者に限る。 

２ 学長は、必要に応じて兼任の教員に授業を担当させることができる。 

３ 大学院に大学院研究科長（以下「研究科長」という。）を置く。 

４ 研究科長の選考については、別に定める。 

 

第４章 運営組織 

（研究科会議） 

第６条 大学院に大学院研究科会議（以下「研究科会議」という。）を置く。 

２ 研究科会議は、大学院の授業又は研究指導を担当する専任教員（教授、准教授、
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講師及び助教）をもって構成する。 

３ 研究科会議の運営に関し、必要な事項は、別に定める。 

第５章 学年、学期及び休業日 

（学年、学期及び休業日） 

第７条 学年、学期及び休業日については、本学学則第 13 条、第 14 条及び第 15 条

を準用する。 

 

第６章 修業年限及び在学年限 

（修業年限） 

第８条 修士課程の標準修業年限は、２年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、主として実務の経験を有する者に対して教育を行う

場合であって、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その他特定

の時間又は時期において授業又は研究指導を行う場合で教育上支障を生じない

ときは、学生の履修上の区分に応じ、標準修業年限を１年以上２年未満の期間とす

ることができる。 

（在学年限） 

第９条 在学年限は、標準修業年限の２倍の年数を超えることができない。 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第１０条 学生が、職業を有している等の事情により、第８条第１項に規定する修業

年限を超えて計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申出たとき

は、審査の上、その計画的な履修（以下「長期履修」という。）を認めることができ

る。 

２ 長期履修をする学生の履修の期間は４年以内とし、在学年限は、６年を超えるこ

とができない。 

 

第７章 入学 

（入学の時期） 

第１１条 入学の時期は、前期又は後期の始めとする。 

（入学資格） 

第１２条 修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第 104 条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者 

(4) 文部科学大臣の指定した者 

(5) 大学に３年以上在学した者、又は外国において学校教育における 15 年の課程

を修了した者であって、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと本大学
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院において認めた者 

(6) 大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認めた者で、22 歳に達した者 

（入学の出願） 

第１３条 本大学院に入学を志願する者は、本学所定の入学願書及びその他の書

類に入学検定料を添えて提出しなければならない。 

（入学者の選考）  

第１４条 前条の入学志願者の選考方法は、別に定める。 

２ 前項の合格者は、研究科会議の意見を聴いて、学長が決定する。 

（入学手続き） 

第１５条 前条の選考に合格した者は、所定の期日までに、誓約書その他指定の書類

を提出するとともに、入学金及びその他の費用を納付しなければならない。 

（入学許可） 

第１６条 学長は、第 15 条の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

（転入学） 

第１７条 他の大学院から転入学を願い出た者がいる場合は、欠員のある場合に限り、

学長は、研究科会議の意見を聴いて、入学を許可することができる。 

２ 前項により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い並

びに在学すべき年数については、研究科会議の意見を聴いて、学長が決定する。 

 

第８章 教育課程等 

（授業科目及び単位） 

第１８条 研究科における授業科目及び単位数は、別表１のとおりとする。 

（履修方法） 

第１９条 学生は、在学期間中に、別表１に定められた授業科目を履修し、所定の単

位を修得しなければならない。 

２ 教育課程及び履修方法等については、研究科会議の意見を聴いて、学長が別に定

める。 

（教育方法の特例） 

第２０条 修士課程においては、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜

間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法に

より教育を行うことができる。 

（他大学院における授業科目の履修） 

第２１条 大学院において教育上有益と認めるときは、他の大学院との協議に基づき、

学生にその大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 前項により修得した単位は、研究科会議の意見を聴き、10 単位を超えない範囲
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で、大学院において修得したものと認めることができる。 

（他大学院等における研究指導） 

第２２条 大学院において教育上有益と認めるときは、他の大学院又は研究所等との

協議に基づき、学生にその大学院又は研究所等において必要な研究指導を受けさせ

ることができる。ただし、修士課程の学生については、当該研究指導を受ける期間

は、１年を超えないものとする。 

 

第９章 休学、復学、留学、転学、留学、退学、再入学、除籍及び復籍 

（休学） 

第２３条 大学院の休学、復学、留学、転学、退学、再入学、除籍及び復籍について

は、本学学則第 34 条、第 35 条、第 36 条、第 37 条、第 38 条、第 39 条、第 40 条、

第 41 条及び第 42 条の規定を準用する。 

２ 前項にかかわらず、休学期間は、通算して２年を超えることができない。 

 

第１０章 課程の修了及び学位 

（課程の修了） 

第２４条 修士課程の修了要件は、次の各号の全てを充足することとする。 

(1) 第８条第１項の修業年限（第８条第２項及び第 10 条第２項により個別に定め

られた修業年限にあっては当該修業年限）の修業年限以上在籍していること。 

(2) 大学院学則の定めるところにより、30 単位以上の単位を修得し、かつ、必要な

研究指導を受けていること。 

(3) 学位論文もしくは特定の課題についての研究の成果(以下「学位論文等」と

いう。）を在学期間中に提出していること。 

(4) 前号の学位論文等に関する審査及び最終試験に合格していること。 

２ 前項第１号の修業年限については、大学院が別に定めるところにより、優れた業

績を上げた者について、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

（学位論文等） 

第２５条 修士課程の学位論文等を提出しようとする者は、所定の学位論文等審

査願に学位論文等、論文等目録及び論文等要旨を添え、研究科長に提出するも

のとする。 

２ 学位論文等は、一編に限って提出することができるものとする。ただし、参考と

して他の論文を添付することができる。 

３ 審査のため必要があるときは、学位論文等の副本、訳本、模型又は標本等を提出

させることがある。 

４ 提出した学位論文等は、返還しない。 

（審査の付託） 
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第２６条 研究科長は、学位論文等を受理したときは、研究科会議に審査を付託する

ものとする。 

（審査委員） 

第２７条 研究科会議は、学位論文等の審査を付託されたときは、審査委員を選出し

て、審査を行う。 

２ 審査委員は、主査１名、副査１名とする。ただし、研究科会議が必要と認めた場

合、副査の人数を増やすことができる。 

３ 審査委員は、学位論文等の審査のほか最終試験を行う。 

（最終試験） 

第２８条 最終試験は、学位論文等の審査終了後、学位論文等を中心として、これに

関連のある科目について、口頭又は筆答によって行う。 

（審査期間） 

第２９条 学位論文等の審査及び最終試験は、提出者の在学期間中に終了するも

のとする。 

（審査結果の報告）  

第３０条 審査委員は、学位論文等の審査及び最終試験を終了したときは、直ち

にその結果を文書により研究科会議に報告するものとする。 

（研究科会議の審議） 

第３１条 研究科会議は、前条の報告に基づき、学位論文等の審査及び最終試験の合

否について審議する。 

（研究科長の報告） 

第３２条 研究科長は、前条の審議をしたときは、学位論文等の審査要旨及び最終試

験の結果を学長に報告するものとする。 

２ 学長は、前項の報告を踏まえ合否の決定を行うものとする。 

（学位の授与） 

第３３条 学長は、修士課程を修了した者には、学期ごとに修士（国際学）の学

位を授与する。 

２ 学長は、学位に関し必要な事項は、研究科会議の意見を聴いて、決定する。  

 

第１１章 賞罰 

（表彰及び懲戒） 

第３４条 表彰及び懲戒については、本学学則第 46 条及び第 47 条の規定を準用す

る。 

 

第１２章 研究生、科目等履修生、特別聴講学生及び外国人留学生 

（研究生） 
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第３５条 学長は、大学院において、特別の専門事項について研究することを志願す

る者があるときは、研究科の教育に支障のない場合に限り、選考の上、研究生とし

て入学を許可することができる。 

２ 研究生の入学資格は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 修士課程にあっては、修士の学位を有する者 

(2) 大学院において相当の学力があると認めた者 

３ 前２項のほか、研究生に関し必要な事項は、研究科会議の意見を聴いて、学

長が定める。 

（科目等履修生） 

第３６条 大学院において、特定の授業科目を履修することを志願する者があるとき

は、研究科の教育に支障のない場合に限り選考の上、学長は、科目等履修生として

入学を許可することができる。 

２ 科目等履修生の入学資格は、第 12 条に定める入学資格を有する者又は研究

科において、当該授業科目を聴講する能力 があると認めた者とする。  

（特別聴講学生） 

第３７条 他の大学院の学生で、大学院の授業科目を履修することを志願する者があ

るときは、当該大学院との協議に基づき、学長は、特別聴講学生として入学を許可

することができる。 

（外国人留学生）  

第３８条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、大学院に

入学を志願するものがあるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可

することができる。  

第３９条 研究生、科目等履修生、特別聴講学生及び外国人留学生に関し、必要

な事項は、別に定める。  

 

第１３章 入学検定料、入学金及び授業料等 

（入学検定料、入学金及び授業料等） 

第４０条 入学検定料、入学金、授業料及び教育充実費の額は、次のとおりとす

る。なお、授業料等の取扱いについては、本学学則第 54 条から第 61 条までの

規定を準用する。 

 (1) 入学検定料 35,000 円 

 (2) 入学金 300,000 円 

 (3) 授業料及び教育充実費 
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区 分 前 期 後 期 

授業料 175,000 円 175,000 円 

教育充実費 135,000 円 135,000 円 

合 計 310,000 円 310,000 円 

 

第１４章 雑則 

（学則の準用） 

第４１条 この学則に定めるもののほか、大学院学生に関し必要な事項は、本学学則

を準用する。 

（学則の改廃）  

第４２条 この学則の改廃は、学長が研究科会議の意見を聴いて上申し、常任理事会

の議を経て、理事会がこれを行う。 

 

附 則 

１ この通則は、平成 10 年４月１日から施行する。 

２ 第９条の規定にかかわらず、本大学院発足時に研究科長である者の任期は、

２年とする。ただし再任を妨げない。 

   附 則 

この通則は、平成 11 年２月５日から施行し、平成 10 年４月１日から適用する。

（授業等） 

   附 則 

１ この通則は、平成 11 年 12 月１日から施行し、平成 12 年４月１日から適用

する。（別表 1） 

２ この通則は、平成 12 年３月８日から施行し、平成 12 年４月１日から適用す

る。（研究科長の選考） 

   附 則 

この通則は、平成 12 年９月から施行する。（審査委員） 

  附 則 

この通則は、平成 13 年４月１日から施行する。ただし、平成 13 年度以前の入

学性は、この改正規程にかかわらず従前の規程によるものとする。（別表 1 授業科

目改正） 

  附 則 

この通則は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成 26 年７月１日から施行し、平成 27 年４月１日から適用する。 

附 則 
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この学則は、平成 27 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則 

 この学則は、平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成 30 年４月１日から施行する。 

２ 平成 30 年３月 31 日に在籍する者は、この学則の変更後の別表（教育課程表）

にかかわらず、なお、従前のとおりとする。 

附 則 

１ この学則は、平成 31 年４月１日から施行する。 

２ 平成 31 年３月 31 日に在籍する者は、この学則の変更後の別表（教育課程表）

にかかわらず、なお、従前のとおりとする。 

 

 

 

 



別表１（第18条関係）

必修 選択

国際関係論特論 1･2 2

国際安全保障論特論 1･2 2

比較政治研究　 1･2 2

地域政治研究　 1･2 2

文化人類学特論 1･2 2

文化人類学演習 1･2 2

環境学特論 1･2 2

環境学演習 1･2 2

歴史学特論 1･2 2

歴史学演習 1･2 2

国際社会研究課題解決型演習 1･2 2

ビジネスマネジメント特論　 1･2 2

ビジネスマネジメント演習　 1･2 2

ビジネスエコノミクス特論　 1･2 2

ビジネスエコノミクス演習　 1･2 2

ビジネスコンサルティング特論　 1･2 2

ビジネスコンサルティング演習　 1･2 2

ビジネスマネジメント研究課題解決型演習 1･2 2

ホスピタリティマネジメント特論　 1･2 2

グローバルサービスマネジメント特論　 1･2 2

地域文化政策特論　 1･2 2

ツーリズムビジネス特論　 1･2 2

観光調査の技法　 1･2 2

国際観光特論 1･2 2

観光ホスピタリティ研究課題解決型演習 1･2 2

スポーツ組織経営学特論Ⅰ 1･2 2

スポーツ組織経営学特論Ⅱ 1･2 2

スポーツ組織経営学演習Ⅰ 1･2 2

スポーツ組織経営学演習Ⅱ 1･2 2

スポーツビジネス経営学特論Ⅰ 1･2 2

スポーツビジネス経営学特論Ⅱ 1･2 2

スポーツビジネス経営学演習Ⅰ 1･2 2

スポーツビジネス経営学演習Ⅱ 1･2 2

国際スポーツ経営学研究課題解決型演習　 1･2 2

研究指導Ⅰ 1 2

研究指導Ⅱ 1 2

論文指導Ⅰ 1･2 2

論文指導Ⅱ 1･2 2

修士論文（もしくは修士論文の審査に代わる
特定の課題についての研究成果）

1･2 8

（  備　考 ）
 　修了要件
　　(1) 大学院生は、自己の研究テーマに応じて上記４区分のうち、いずれかの
　　　　研究区分に所属し、その区分から10単位以上を修得しなければならない。
　　(2) 修了に必要な単位数は、30単位以上とする。
　　(3) 上記のうち、研究指導Ⅰ２単位、研究指導Ⅱ２単位、論文指導Ⅰ２単位、
　　　　論文指導Ⅱ２単位及び修士論文（もしくは修士論文の審査に代わる特定
　　　　の課題についての研究成果）８単位の計16単位を修得とする。
　　(4) 研究課題に必要な授業科目を14単位以上修得しなければならない。

科目区分 科目名 配当年次
単位数

国
際
社
会
研
究

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
研
究

観
光
ホ
ス
ピ
タ
リ

テ
ィ

研
究

国
際
ス
ポ
ー

ツ
経
営
学
研
究

論
文
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